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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車輌の挙動を修正する転舵部材を駆動する駆動手段と、前記駆動手段を制御するための
制御量を演算する演算手段と、前記制御量に基づいて前記駆動手段を制御する制御手段と
を有する車輌の制御装置に於いて、前記駆動手段を適正に制御することができない前記制
御装置の異常を判定する制御装置異常判定手段と、前記制御量の異常を判定する制御量異
常判定手段とを有し、前記何れかの異常判定手段により異常が判定されたときには前記制
御量を漸減する制御量漸減手段とを有し、前記制御量漸減手段は前記制御量異常判定手段
により異常が判定されたときには前記制御装置異常判定手段により異常が判定されたとき
に比して前記制御量を速く漸減することを特徴とする車輌の制御装置。
【請求項２】
　前記演算手段は第一の演算手段と第二の演算手段とよりなり、前記制御量異常判定手段
は前記第一及び第二の演算手段により演算された制御量を比較することにより前記制御量
の異常を判定することを特徴とする請求項１に記載の車輌の制御装置。
【請求項３】
　前記制御量異常判定手段は前記制御装置異常判定手段により前記制御装置が異常である
と判定されないときに前記制御量が異常であるか否かを判定することを特徴とする請求項
１又は２に記載の車輌の制御装置。
【請求項４】
　前記制御装置異常判定手段は前記制御量の異常以外の要因により前記駆動手段を適正に
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制御することができない前記制御装置の異常を判定することを特徴とする請求項１乃至３
に記載の車輌の制御装置。
【請求項５】
　前記転舵部材は操舵輪を含み、前記駆動手段は前記操舵輪を修正操舵する修正操舵手段
であり、前記制御量漸減手段は前記二つの異常判定手段の何れかにより異常が判定された
ときには前記操舵輪の修正操舵量を０に漸減することを特徴とする請求項１乃至４に記載
の車輌の制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車輌の制御装置に係り、更に詳細には車輌の挙動を修正する車輌部材を駆動
する駆動手段と、駆動手段を制御するための制御量を演算する演算手段と、制御量に基づ
いて駆動手段を制御する制御手段とを有する車輌の制御装置に係る。
【背景技術】
【０００２】
　自動車等の車輌の制御装置の一つとして、例えば下記の特許文献１に記載されている如
く、電動式パワーステアリング装置に於いて、操舵アシスト力を適正に制御することがで
きない異常が発生した場合には操舵アシスト力を徐々に減少させる電動式パワーステアリ
ング装置の制御装置が従来より知られている。
【特許文献１】特開平１１－２０８４９２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　一般に、車輌の制御装置に異常が発生した場合には、上記特許文献１に記載されている
如く、車輌の挙動の急変を回避すべく、制御量が徐々に０に減少されるが、制御量が異常
な値になった場合には制御装置に異常が発生したと判定されるまでに時間がかかり、その
ため異常が発生したと判定されるまで異常な制御量に基づいて不適切な制御が継続される
という問題がある。
【０００４】
　本発明は、異常が発生した場合には制御量が徐々に０に減少されるよう構成された従来
の車輌の制御装置に於ける上述の如き問題に鑑みてなされたものであり、本発明の主要な
課題は、異常によって制御量の漸減速度を変更することにより、車輌の挙動の急変を回避
しつつ制御量が異常な値になった場合に異常な制御量に基づいて不適切な制御が長く継続
されることを防止することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上述の主要な課題は、本発明によれば、請求項１の構成、即ち車輌の挙動を修正する転
舵部材を駆動する駆動手段と、前記駆動手段を制御するための制御量を演算する演算手段
と、前記制御量に基づいて前記駆動手段を制御する制御手段とを有する車輌の制御装置に
於いて、前記駆動手段を適正に制御することができない前記制御装置の異常を判定する制
御装置異常判定手段と、前記制御量の異常を判定する制御量異常判定手段とを有し、前記
何れかの異常判定手段により異常が判定されたときには前記制御量を漸減する制御量漸減
手段とを有し、前記制御量漸減手段は前記制御量異常判定手段により異常が判定されたと
きには前記制御装置異常判定手段により異常が判定されたときに比して前記制御量を速く
漸減することを特徴とする車輌の制御装置によって達成される。
【０００６】
　また本発明によれば、上述の主要な課題を効果的に達成すべく、上記請求項１の構成に
於いて、前記演算手段は第一の演算手段と第二の演算手段とよりなり、前記制御量異常判
定手段は前記第一及び第二の演算手段により演算された制御量を比較することにより前記
制御量の異常を判定するよう構成される（請求項２の構成）。
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【０００７】
　また本発明によれば、上述の主要な課題を効果的に達成すべく、上記請求項１又は２の
構成に於いて、前記制御量異常判定手段は前記制御装置異常判定手段により前記制御装置
が異常であると判定されないときに前記制御量が異常であるか否かを判定するよう構成さ
れる（請求項３の構成）。
【０００８】
　また本発明によれば、上述の主要な課題を効果的に達成すべく、上記請求項１乃至３の
構成に於いて、前記制御装置異常判定手段は前記制御量の異常以外の要因により前記駆動
手段を適正に制御することができない前記制御装置の異常を判定するよう構成される（請
求項４の構成）。
【０００９】
　また本発明によれば、上述の主要な課題を効果的に達成すべく、上記請求項１乃至４の
構成に於いて、前記転舵部材は操舵輪を含み、前記駆動手段は前記操舵輪を修正操舵する
修正操舵手段であり、前記制御量漸減手段は前記二つの異常判定手段の何れかにより異常
が判定されたときには前記操舵輪の修正操舵量を０に漸減するよう構成される（請求項５
の構成）。
【発明の効果】
【００１０】
　上記請求項１の構成によれば、制御量異常判定手段により異常が判定されたときには制
御装置異常判定手段により異常が判定されたときに比して制御量が速く漸減されるので、
制御装置に異常が生じた場合に制御量が速く低減されることに起因する車輌挙動の急変を
防止しつつ、制御量に異常が生じた場合に制御量を速やかに低減し、これにより異常な制
御量に基づいて不適切な転舵制御が長く継続されることを確実に防止することができる。
【００１１】
　また上記請求項２の構成によれば、演算手段は第一の演算手段と第二の演算手段とより
なり、制御量異常判定手段は第一及び第二の演算手段により演算された制御量を比較する
ことにより制御量の異常を判定するので、同一の演算手段により演算された制御量が比較
される場合に比して制御量の異常判定精度を高くすることができる。
【００１２】
　また上記請求項３の構成によれば、制御装置異常判定手段により制御装置が異常である
と判定されないときに制御量が異常であるか否かが判定されるので、制御装置に異常が生
じた場合にはその異常を確実に判定することができ、また制御装置は正常であるが制御量
が異常である状況を確実に判定することができる。
【００１３】
　また上記請求項４の構成によれば、制御装置異常判定手段は制御量の異常以外の要因に
より駆動手段を適正に制御することができない制御装置の異常を判定するので、制御量の
異常以外の要因により駆動手段を適正に制御することができない制御装置の異常が生じた
ときには、車輌挙動の急変を防止しつつ車輌制御を終了させることができ、また制御量の
異常が生じたときには車輌制御を速やかに終了させることができる。
【００１４】
　また上記請求項５の構成によれば、前記転舵部材は操舵輪を含み、駆動手段は前記操舵
輪を修正操舵する修正操舵手段であり、制御量漸減手段は二つの異常判定手段の何れかに
より異常が判定されたときには操舵輪の修正操舵量を０に漸減するので、操舵輪を適正に
修正操舵することができない異常が生じたときには、車輌挙動の急変を防止しつつ修正操
舵制御を終了させることができ、修正操舵制御量の異常が生じたときには修正操舵制御を
速やかに終了させることができる。
【００１５】
　　〔課題解決手段の好ましい態様〕
　本発明の一つの好ましい態様によれば、上記請求項２の構成に於いて、制御装置異常判
定手段及び制御量異常判定手段の何れによっても異常が判定されないときには、制御手段
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は第一の演算手段により演算された制御量に基づいて駆動手段を制御するよう構成される
（好ましい態様１）。
【００１６】
　本発明の他の一つの好ましい態様によれば、上記請求項２の構成に於いて、制御量異常
判定手段により異常が判定されたときには、制御手段は第二の演算手段により演算され制
御量漸減手段により漸減される制御量に基づいて駆動手段を制御するよう構成される（好
ましい態様２）。
【００１７】
　本発明の他の一つの好ましい態様によれば、上記好ましい態様２の構成に於いて、制御
手段は制御量漸減手段により漸減される制御量が０になったときに駆動手段の制御を終了
するよう構成される（好ましい態様３）。
【００１８】
　本発明の他の一つの好ましい態様によれば、上記請求項５の構成に於いて、修正操舵手
段は旋回時の車輌の挙動を安定化させるために操舵輪を修正操舵するよう構成される（好
ましい態様４）。
【００１９】
　本発明の他の一つの好ましい態様によれば、上記請求項５の構成に於いて、車輌はアン
チスキッド制御装置若しくはトラクション制御装置を有し、修正操舵手段は車輌が左右の
路面の摩擦係数が異なる走行路を走行する際の左右輪の制駆動力差に起因するヨーモーメ
ントを少なくとも部分的に相殺して車輌の走行安定性を向上させるために操舵輪を修正操
舵するよう構成される（好ましい態様５）。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下に添付の図を参照しつつ、本発明を幾つかの好ましい実施例について詳細に説明す
る。
【実施例１】
【００２１】
　図１は各車輪の制駆動力の制御及び左右前輪の舵角の制御により車輌の挙動を制御する
挙動制御装置として構成された本発明による車輌の制御装置の実施例１を示す概略構成図
、図２は実施例１に於ける制御系のブロック線図である。
【００２２】
　図１に於いて、１０FL及び１０FRはそれぞれ車輌１２の従動操舵輪としての左右の前輪
を示し、１０RL及び１０RRはそれぞれ車輌の駆動輪としての左右の後輪を示している。操
舵輪である左右の前輪１０FL及び１０FRは運転者によるステアリングホイール１４の操作
に応答して駆動されるラック・アンド・ピニオン型のパワーステアリング装置１６により
ラックバー１８及びタイロッド２０L及び２０Rを介して転舵される。
【００２３】
　ステアリングホイール１４は第一のステアリングシャフトとしてのアッパステアリング
シャフト２２、転舵角可変装置２４、第二のステアリングシャフトとしてのロアステアリ
ングシャフト２６、ユニバーサルジョイント２８を介してパワーステアリング装置１６の
ピニオンシャフト３０に駆動接続されている。図示の実施例に於いては、転舵角可変装置
２４はハウジング２４Ａの側にてアッパステアリングシャフト２２の下端に連結され、回
転子２４Ｂの側にてロアステアリングシャフト２６の上端に連結された補助転舵駆動用の
電動機３２を含んでいる。
【００２４】
　かくして転舵角可変装置２４はアッパステアリングシャフト２２に対し相対的にロアス
テアリングシャフト２６を回転駆動することにより、ステアリングホイール１４の回転角
度に対する操舵輪である左右の前輪１０FL及び１０FRの舵角の比、即ちステアリングギヤ
比を変化させるステアリングギヤ比可変装置として機能すると共に、挙動制御の目的で左
右の前輪１０FL及び１０FRをステアリングホイール１４に対し相対的に補助転舵駆動する
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自動転舵装置としても機能し、舵角制御用電子制御装置３４の転舵制御部３４Ａにより制
御される。
【００２５】
　特に転舵角可変装置２４は、挙動制御による補助転舵駆動時には電動機３２によりアッ
パステアリングシャフト２２に対し相対的にロアステアリングシャフト２６を積極的に回
転させ、これにより運転者の操舵操作に依存せずに左右の前輪１０FL及び１０FRを自動的
に転舵する補助転舵装置として機能する。
【００２６】
　尚アッパステアリングシャフト２２に対し相対的にロアステアリングシャフト２６を回
転駆動することができない異常が転舵角可変装置２４に発生すると、図１には示されてい
ないロック装置が作動し、アッパステアリングシャフト２２に対するロアステアリングシ
ャフト２６の相対回転角度が変化しないよう、ハウジング２４Ａ及び回転子２４Ｂの相対
回転が機械的に阻止される。
【００２７】
　またパワーステアリング装置１６は油圧式パワーステアリング装置及び電動式パワース
テアリング装置の何れであってもよいが、転舵角可変装置２４による前輪の補助転舵駆動
により発生されステアリングホイール１４に伝達される反力トルクを低減する補助操舵ト
ルクが発生されるよう、例えば電動機と、電動機の回転トルクをラックバー１８の往復動
方向の力に変換するボールねじ式の如き変換機構とを有するラック同軸型の電動式パワー
ステアリング装置であることが好ましい。
【００２８】
　各車輪の制動力は制動装置３６の油圧回路３８によりホイールシリンダ４０FL、４０FR
、４０RL、４０RR内の圧力Ｐi（ｉ＝fl、fr、rl、rr）、即ち制動圧が制御されることに
よって制御されるようになっている。図には示されていないが、油圧回路３８はオイルリ
ザーバ、オイルポンプ、種々の弁装置等を含み、各ホイールシリンダの制動圧は通常時に
は運転者によるブレーキペダル４２の踏み込み操作に応じて駆動されるマスタシリンダ４
４により制御され、また必要に応じて後に詳細に説明する如く挙動制御用電子制御装置４
６により個別に制御される。
【００２９】
　図示の実施例に於いては、アッパステアリングシャフト２２には該アッパステアリング
シャフトの回転角度を操舵角θとして検出する操舵角センサ５０が設けられており、図２
に示されている如く、操舵角θを示す信号はＣＡＮ５２を経て舵角制御用電子制御装置３
４及び挙動制御用電子制御装置４６へ入力される。
【００３０】
　また舵角制御用電子制御装置３４及び挙動制御用電子制御装置４６には横加速度センサ
５４により検出された車輌の横加速度Ｇyを示す信号、ヨーレートセンサ５６により検出
された車輌のヨーレートγを示す信号、車速センサ５８により検出された車速Ｖを示す信
号がＣＡＮ５２を経て入力され、圧力センサ６０により検出されたマスタシリンダ圧力Ｐ
mを示す信号及び圧力センサ６２FL～６２RRにより検出された各車輪の制動圧Ｐiを示す信
号が挙動制御用電子制御装置４６へ入力される。
【００３１】
　図２に示されている如く、舵角制御用電子制御装置３４は転舵角可変装置２４を制御す
る転舵制御部３４Ａと、左右前輪の推定目標転舵角Δδthを演算する推定目標転舵角演算
部３４Ｂと、挙動制御用電子制御装置４６より入力される左右前輪の目標転舵角Δδtと
推定目標転舵角Δδthとを比較し、目標転舵角Δδtが異常であるか否かを判定する判定
部３４Ｃとを有している。
【００３２】
　他方、挙動制御用電子制御装置４６は車輌の挙動を判定する挙動判定部４６Ａと、挙動
判定部４６Ａによる判定結果に基づき車輌の挙動を安定化させるための左右前輪の目標転
舵角Δδt及び各車輪の目標制動圧Ｐtiを演算する目標制御量演算部４６Ｂと、各車輪の
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制動圧Ｐiが目標制動圧Ｐtiになるよう制動装置３６を制御する制動力制御部４６Ｃと、
転舵角可変装置２４により左右前輪の舵角を適正に制御することができない異常が生じて
いるか否かを判定する異常判定部４６Ｄとを有している。
【００３３】
　尚舵角制御用電子制御装置３４及び挙動制御用電子制御装置４６はそれぞれＣＰＵとＲ
ＯＭとＲＡＭと入出力ポート装置とを有し、これらが双方向性のコモンバスにより互いに
接続されたマイクロコンピュータを含むものであってよい。また操舵角センサ５０、横加
速度センサ５４、ヨーレートセンサ５６はそれぞれ車輌の左旋回方向への操舵又は転舵又
は旋回の場合を正として操舵角θ、横加速度Ｇy、ヨーレートγを検出する。
【００３４】
　後述の如く、挙動制御用電子制御装置４６の挙動判定部４６Ａは車輌の走行に伴い変化
する車輌の横加速度Ｇyの如き車輌状態量に基づき車輌のスピンの程度を示すスピン状態
量ＳＳ及び車輌のドリフトアウトの程度を示すドリフトアウト状態量ＤＳを演算し、目標
制御量演算部４６Ｂはスピン状態量ＳＳ及びドリフトアウト状態量ＤＳに基づき車輌の挙
動を安定化させるための車輌の目標ヨーモーメントＭt及び車輌の目標減速度Ｇxbtを演算
する。
【００３５】
　そして目標制御量演算部４６Ｂは目標ヨーモーメントＭtを所定の比率にて左右前輪の
舵角制御による目標ヨーモーメントＭtsと各車輪の制動力の制御による目標ヨーモーメン
トＭtbとに配分し、目標ヨーモーメントＭtsに基づき左右前輪の目標転舵角Δδtを演算
すると共に目標転舵角Δδtを示す信号を舵角制御用電子制御装置３４へ出力し、目標減
速度Ｇxbt及び目標ヨーモーメントＭtbに基づき各車輪の目標制動圧Ｐtiを演算する。制
動力制御部４６Ｃは各車輪の制動圧Ｐiがそれぞれ対応する目標制動圧Ｐtiになるよう制
御する。
【００３６】
　また舵角制御用電子制御装置３４の推定目標転舵角演算部３４は、挙動制御用電子制御
装置４６の挙動判定部４６Ａ及び目標制御量演算部４６Ｂと実質的に同一の要領にて左右
前輪の舵角制御による目標ヨーモーメントＭtsを演算し、目標ヨーモーメントＭtsに基づ
き左右前輪の推定目標転舵角Δδthを演算する。
【００３７】
　舵角制御用電子制御装置３４の比較部３４Ｃは、挙動制御用電子制御装置４６より入力
される目標転舵角Δδtと推定目標転舵角Δδthとを比較し、例えばその差の大きさが基
準値以下であるときには目標転舵角Δδtが正常な値であると判定し、転舵制御部３４Ａ
は目標転舵角Δδtに基づき転舵角可変装置２４を制御するが、目標転舵角Δδtと推定目
標転舵角Δδthとの差の大きさが基準値よりも大きいときには目標転舵角Δδtが異常な
値であると判定し、推定目標転舵角Δδthを漸減しつつ推定目標転舵角Δδthに基づき転
舵角可変装置２４の制御を継続し、推定目標転舵角Δδthが０になった段階で転舵角可変
装置２４の制御を終了する。
【００３８】
　挙動制御用電子制御装置４６の異常判定部４６Ｄは、転舵角可変装置２４により左右前
輪の舵角を適正に制御することができない異常が生じているか否かを判定し、転舵角可変
装置２４により左右前輪の舵角を適正に制御することができない異常が生じていると判定
したときには、そのことを示す信号を目標制御量演算部４６Ｂ及び舵角制御用電子制御装
置３４の転舵制御部３４Ａへ出力する。
【００３９】
　目標制御量演算部４６Ｂは転舵角可変装置２４により左右前輪の舵角を適正に制御する
ことができない異常が生じていることを示す信号を受信しているときには目標転舵角Δδ
tの漸減を許容すると共に漸減完了後には目標転舵角Δδtを０に設定し、舵角制御用電子
制御装置３４の転舵制御部３４Ａは異常が生じていることを示す信号を受信しているとき
には目標転舵角Δδtを漸減しつつ目標転舵角Δδtに基づき転舵角可変装置２４の制御を
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継続し、目標転舵角Δδtが０になった段階で転舵角可変装置２４の制御を終了する。
【００４０】
　この場合推定目標転舵角Δδthを漸減する速さは目標転舵角Δδtを漸減する速さより
も速い。換言すれば推定目標転舵角Δδthの大きさの単位時間当りの減少量は目標転舵角
Δδtの大きさの単位時間当りの減少量よりも大きい。
【００４１】
　尚、上述の操舵輪の舵角の制御及び制動力の制御による挙動制御自体は本発明の要旨を
なすものではなく、これらの制御は当技術分野に於いて公知の任意の要領にて実行されて
よい。
【００４２】
　次に図３に示されたフローチャートを参照して図示の実施例１に於いて挙動制御用電子
制御装置４６により達成される車輌の挙動制御ルーチンについて説明する。尚図３に示さ
れたフローチャートによる制御は図には示されていないイグニッションスイッチの閉成に
より開始され、所定の時間毎に繰返し実行される。
【００４３】
　まずステップ１０に於いては操舵角θを示す信号等の読み込みが行われ、ステップ２０
に於いては当技術分野に於いて公知の要領にて転舵角可変装置２４により左右の前輪１０
FL及び１０FRの舵角を適正に制御することができない異常が生じているか否かの判別が行
われ、否定判別が行われたときにはステップ５０へ進み、肯定判別が行われたときにはス
テップ３０へ進む。
【００４４】
　ステップ３０に於いては当技術分野に於いて公知の要領にて車輌のスピンの程度を示す
スピン状態量ＳＳ及び車輌のドリフトアウトの程度を示すドリフトアウト状態量ＤＳが演
算され、ステップ４０に於いてはスピン状態量ＳＳ及びドリフトアウト状態量ＤＳに基づ
き車輌の挙動を安定化させるための車輌の目標ヨーモーメントＭt及び車輌の目標減速度
Ｇxbtが演算される。
【００４５】
　ステップ５０に於いては目標転舵角Δδt又は推定目標転舵角Δδthの漸減処理が完了
し目標転舵角Δδtが０になったか否かの判別が行われ、否定判別が行われたときには目
標ヨーモーメントＭtbに対する目標ヨーモーメントＭtの配分比Ｒbが０よりも大きく１よ
りも小さい通常の値に設定されたままステップ７０へ進み、肯定判別が行われたときには
ステップ６０に於いて配分比Ｒbが１に設定された後ステップ７０へ進む。
【００４６】
　ステップ７０に於いては目標ヨーモーメントＭt及び配分比Ｒbに基づき下記の式１及び
２に従って左右前輪の舵角制御による目標ヨーモーメントＭts及び各車輪の制動力の制御
による目標ヨーモーメントＭtbが演算される。
　Ｍts＝（１－Ｒb）Ｍt　……（１）
　Ｍts＝Ｒb・Ｍt　……（２）
【００４７】
　ステップ８０に於いては当技術分野に於いて公知の要領にて目標ヨーモーメントＭtsを
達成するための左右前輪の目標転舵角Δδtが演算されると共に、目標転舵角Δδtを示す
信号が舵角制御用電子制御装置３４へ送信され、ステップ９０に於いてはステップ２０の
判定結果、即ち転舵角可変装置２４により左右の前輪１０FL及び１０FRの舵角を適正に制
御することができない異常が生じているか否かを示す信号が舵角制御用電子制御装置３４
へ送信される。
【００４８】
　ステップ１００に於いては当技術分野に於いて公知の要領にて目標ヨーモーメントＭtb
及び車輌の目標減速度Ｇxbtを達成するための各車輪の目標制動力が演算されると共に、
目標制動力に基づき各車輪の目標制動圧Ｐti（ｉ＝fl、fr、rl、rr）が演算され、ステッ
プ１１０に於いては各車輪の制動圧Ｐiがそれぞれ対応する目標制動圧Ｐtiになるよう制
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御される。
【００４９】
　次に図４に示されたフローチャートを参照して図示の実施例１に於いて舵角制御用電子
制御装置３４により達成される左右前輪の舵角制御ルーチンについて説明する。尚図４に
示されたフローチャートによる制御も図には示されていないイグニッションスイッチの閉
成により開始され、所定の時間毎に繰返し実行される。
【００５０】
　まずステップ２１０に於いては挙動制御用電子制御装置４６より送信される目標転舵角
Δδtを示す信号及び左右の前輪１０FL及び１０FRの舵角を適正に制御することができな
い異常が生じているか否かを示す信号が受信され、ステップ２２０に於いては受信した情
報に基づき左右の前輪１０FL及び１０FRの舵角を適正に制御することができない異常が生
じているか否かの判別が行われ、否定判別が行われたときにはステップ２７０へ進み、肯
定判別が行われたときにはステップ２３０へ進む。
【００５１】
　ステップ２３０に於いては上記ステップ３０～８０に於ける目標転舵角Δδtの演算の
場合と同様の要領にて左右前輪の推定目標転舵角Δδthが演算され、ステップ２４０に於
いては例えば目標転舵角Δδtと推定目標転舵角Δδthとの偏差の大きさが基準値異常で
あるか否かの判別により目標転舵角Δδtが異常な値であるか否かの判別が行われ、否定
判別が行われたときにはそのままステップ２８０へ進み、肯定判別が行われたときにはス
テップ２５０へ進む。
【００５２】
　ステップ２５０に於いては推定目標転舵角Δδthの大きさが各サイクル毎に漸次減少す
るよう推定目標転舵角Δδthが漸減処理され、ステップ２６０に於いては推定目標転舵角
Δδthが目標転舵角Δδtに設定され、ステップ２７０に於いては目標転舵角Δδtの大き
さが各サイクル毎に漸次減少するよう目標転舵角Δδtが漸減処理される。尚推定目標転
舵角Δδthの漸減の速さは目標転舵角Δδtの漸減の速さよりも高く、推定目標転舵角Δ
δthは目標転舵角Δδtよりも速やかに漸減される。
【００５３】
　ステップ２８０に於いては目標転舵角Δδtが０であるか否かの判別、即ち推定目標転
舵角Δδth又は目標転舵角Δδtの漸減が完了したか否かの判別が行われ、肯定判別が行
われたときにはステップ２１０へ戻り、否定判別が行われたときにはステップ２９０に於
いて左右の前輪１０FL及び１０FRが目標転舵角Δδt転舵されるよう転舵角可変装置２４
が制御された後ステップ２１０へ戻る。
【実施例２】
【００５４】
　図５は車輌の旋回時に各車輪の制駆動力の制御により車輌の挙動を制御すると共に所謂
またぎ制動時又はまたぎ加速時に左右前輪の舵角の制御により車輌の走行安定性を向上さ
せる挙動制御装置として構成され後輪駆動車に適用された本発明による車輌の制御装置の
実施例２に於ける制御系のブロック線図である。尚図５に於いて、図２に示された構成要
素と同一の構成要素には図２に於いて付された符号と同一の符号が付されている。
【００５５】
　この実施例２に於いては、舵角制御用電子制御装置３４及び挙動制御用電子制御装置４
６には車輪速度センサ６４FL～６４RRにより検出された各車輪の車輪速度Ｖwi（ｉ＝fl、
fr、rl、rr）を示す信号、スロットル開度センサ６６により検出されたスロットル開度α
を示す信号、エンジン回転数センサ６８により検出されたエンジン回転数Ｎeを示す信号
がＣＡＮ５２を経て入力される。
【００５６】
　またこの実施例２に於いては、挙動制御用電子制御装置４６は車輌の走行に伴い変化す
る車輌の横加速度Ｇyの如き車輌状態量に基づき車輌のスピンの程度を示すスピン状態量
ＳＳ及び車輌のドリフトアウトの程度を示すドリフトアウト状態量ＤＳを演算し、スピン
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状態量ＳＳ及びドリフトアウト状態量ＤＳに基づき車輌の挙動を安定化させるための各車
輪の目標制動圧Ｐti（ｉ＝fl、fr、rl、rr）を演算し、各車輪の制動圧Ｐiが目標制動圧
Ｐtiになるよう制御することによって旋回時の車輌の挙動を安定化させる制動力の制御に
よる挙動制御を行う。
【００５７】
　また図５には示されていないが、挙動制御用電子制御装置４６は各車輪の車輪速度Ｖwi
に基づき当技術分野に於いて公知の要領にて車体速度Ｖb及び各車輪の制動スリップ量Ｓ
Ｂi（ｉ＝fl、fr、rl、rr）を演算し、制動スリップ量ＳＢiがアンチスキッド制御（ＡＢ
Ｓ制御）開始の基準値よりも大きくなり、アンチスキッド制御の開始条件が成立すると、
アンチスキッド制御の終了条件が成立するまで、当該車輪の制動スリップ量が所定の範囲
内になるよう当該車輪の制動圧Ｐiを制御することによってアンチスキッド制御を行う。
【００５８】
　また図５には示されていないが、挙動制御用電子制御装置４６は各車輪の車輪速度Ｖwi
に基づき当技術分野に於いて公知の要領にて車体速度Ｖb及び左右後輪の加速スリップ量
ＳＡrl、ＳＡrrを演算し、加速スリップ量ＳＡrl若しくはＳＡrrがトラクション制御（Ｔ
ＲＣ制御）開始の基準値よりも大きくなり、トラクション制御の開始条件が成立すると、
トラクション制御の終了条件が成立するまで、当該車輪の加速スリップ量が所定の範囲内
になるよう当該車輪の制動圧Ｐiを制御することによってトラクション制御を行う。
【００５９】
　また挙動制御用電子制御装置４６は車輌が所謂またぎ路、即ち左右の路面の摩擦係数が
異なる走行路を走行する際に何れかの車輪についてアンチスキッド制御又はトラクション
制御が実行され制動力の制御による挙動制御が実行されていないときには、各車輪の前後
力Ｆxiを推定により演算し、左右輪の前後力差により車輌に作用する前後力差起因ヨーモ
ーメントＭfを演算し、前後力差起因ヨーモーメントを相殺するカウンタヨーモーメント
Ｍcを車輌に付与するための左右の車輪の目標転舵角Δδtを演算すると共に、目標転舵角
Δδtを示す信号を舵角制御用電子制御装置３４へ出力する。
【００６０】
　また舵角制御用電子制御装置３４の推定目標舵角演算部３４は、挙動制御用電子制御装
置４６の挙動判定部４６Ａ及び目標制御量演算部４６Ｂと実質的に同一の要領にて左右前
輪の推定目標転舵角Δδthを演算する。
【００６１】
　上述の実施例１の場合と同様、舵角制御用電子制御装置３４の比較部３４Ｃは、挙動制
御用電子制御装置４６より入力される目標転舵角Δδtと推定目標転舵角Δδthとを比較
し、例えばその差の大きさが基準値以下であるときには目標転舵角Δδtが正常な値であ
ると判定し、転舵制御部３４Ａは目標転舵角Δδtに基づき転舵角可変装置２４を制御す
るが、目標転舵角Δδtと推定目標転舵角Δδthとの差の大きさが基準値よりも大きいと
きには目標転舵角Δδtが異常な値であると判定し、推定目標転舵角Δδthを漸減しつつ
推定目標転舵角Δδthに基づき転舵角可変装置２４の制御を継続し、推定目標転舵角Δδ
thが０になった段階で転舵角可変装置２４の制御を終了する。
【００６２】
　挙動制御用電子制御装置４６の異常判定部４６Ｄは、転舵角可変装置２４により左右前
輪の舵角を適正に制御することができない異常が生じているか否かを判定し、転舵角可変
装置２４により左右前輪の舵角を適正に制御することができない異常が生じていると判定
したときには、そのことを示す信号を目標制御量演算部４６Ｂ及び舵角制御用電子制御装
置３４の転舵制御部３４Ａへ出力する。
【００６３】
　目標制御量演算部４６Ｂは転舵角可変装置２４により左右前輪の舵角を適正に制御する
ことができない異常が生じていることを示す信号を受信しているときには目標転舵角Δδ
tの漸減処理を許容すると共に漸減処理が完了すると目標転舵角Δδtを０に設定し、舵角
制御用電子制御装置３４の転舵制御部３４Ａは異常が生じていることを示す信号を受信し
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ているときには目標転舵角Δδtを漸減しつつ目標転舵角Δδtに基づき転舵角可変装置２
４の制御を継続し、目標転舵角Δδtが０になった段階で転舵角可変装置２４の制御を終
了する。
【００６４】
　この場合推定目標転舵角Δδthを漸減する速さは目標転舵角Δδtを漸減する速さより
も速い。換言すれば推定目標転舵角Δδthの大きさの単位時間当りの減少量は目標転舵角
Δδtの大きさの単位時間当りの減少量よりも大きい。
【００６５】
　尚、上述のアンチスキッド制御、トラクション制御、制動力の制御による旋回時の挙動
制御、左右前輪の舵角の制御による車輌安定性の向上制御自体は本発明の要旨をなすもの
ではなく、これらの制御は当技術分野に於いて公知の任意の要領にて実行されてよい。
【００６６】
　次に図６に示されたフローチャートを参照して図示の実施例２に於いて挙動制御用電子
制御装置４６により達成される車輌の安定性向上制御ルーチンについて説明する。尚図６
に示されたフローチャートによる制御は図には示されていないイグニッションスイッチの
閉成により開始され、所定の時間毎に繰返し実行される。
【００６７】
　まずステップ３１０に於いては操舵角θを示す信号等の読み込みが行われ、ステップ３
２０に於いては上述の実施例１のステップ２０の場合と同様、転舵角可変装置２４により
左右の前輪１０FL及び１０FRの舵角を適正に制御することができない異常が生じているか
否かの判別が行われ、否定判別が行われたときにはステップ３６０へ進み、肯定判別が行
われたときにはステップ３３０へ進む。
【００６８】
　ステップ３３０に於いては制動力の制御による挙動制御、即ちスピン抑制制御又はドリ
フトアウト抑制制御が実行されているか否かの判別が行われ、肯定判別が行われたときに
はステップ３７０へ進み、否定判別が行われたときにはステップ３４０へ進む。
【００６９】
　ステップ３４０に於いては何れかの車輪についてアンチスキッド制御が実行されている
か否かの判別が行われ、肯定判別が行われたときにはステップ３８０へ進み、否定判別が
行われたときにはステップ３５０へ進む。
【００７０】
　ステップ３５０に於いては駆動輪である左後輪若しくは右後輪についてトラクション制
御が実行されているか否かの判別が行われ、否定判別が行われたときにはステップ３７０
へ進み、肯定判別が行われたときにはステップ３８０へ進む。
【００７１】
　ステップ３６０に於いては上述の実施例１のステップ５０の場合と同様、目標転舵角Δ
δt又は推定目標転舵角Δδthの漸減処理が完了し目標舵角δtが０になったか否かの判別
が行われ、否定判別が行われたときにはステップ４２０へ進み、肯定判別が行われたとき
にはステップ３７０に於いて左右前輪の目標転舵角Δδtが０に設定された後ステップ４
１０へ進む。
【００７２】
　ステップ３８０に於いてはＪiを車輪の慣性モーメントとし、Ｖwdiを車輪の回転角速度
とし、Ｒを車輪の有効半径とし、Ｔxiを車輪の制動トルクＴbi（負の値）と駆動トルクＴ
di（正の値）との和として、下記の式３に従って各車輪の前後力（制駆動力）Ｆxi（ｉ＝
fl、fr、rl、rr）が演算される。
　Ｊi・Ｖwdi＝Ｒ・Ｆxi＋Ｔxi　Ｆxi＝（Ｊi・Ｖwdi－Ｔxi）／Ｒ　……（３）
【００７３】
　尚車輪の回転角速度Ｖwiは車輪速度Ｖwiの微分値として演算される。また制動トルクＴ
biは図には示されていない圧力センサにより検出されるマスタシリンダ圧力Ｐm及び制動
装置３６の諸元により定まる圧力－制動トルク変換係数に基づいて演算される。更に駆動
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トルクＴdiはスロットル開度α及びエンジン回転数Ｎeに基づきエンジンの駆動トルクＴe
が演算され、エンジントルクＴe及び駆動系の諸元により決定される定数に基づいて演算
される。また制動トルクＴbi及び駆動トルクＴdiは例えば力センサ等により直接検出され
てもよい。
【００７４】
　ステップ３９０に於いてはＴを車輌のトレッドとして各車輪の前後力Ｆxiに基づき下記
の式４に従って左右輪の前後力差に起因して車輌に作用する前後力差起因ヨーモーメント
Ｍfが演算される。
　Ｍf＝｛（Ｆxfr＋Ｆxrr）－（Ｆxfl＋Ｆxrl）｝・Ｔ／２　……（４）
【００７５】
　ステップ４００に於いては前後力差起因ヨーモーメントＭfを相殺するためのカウンタ
ヨーモーメントをＭc（＝－Ｍf）とすると、左右前輪の転舵によりカウンタヨーモーメン
トＭcを車輌に付与するための左右前輪の目標転舵角Δδctが当技術分野に於いて公知の
要領にて演算される。
【００７６】
　ステップ４１０に於いては目標転舵角Δδtを示す信号が舵角制御用電子制御装置３４
へ送信され、ステップ４２０に於いてはステップ３２０の判定結果、即ち転舵角可変装置
２４により左右の前輪１０FL及び１０FRの舵角を適正に制御することができない異常が生
じているか否かを示す信号が舵角制御用電子制御装置３４へ送信される。
【００７７】
　かくして図示の実施例１及び２によれば、転舵角可変装置２４により左右前輪の舵角を
適正に制御することができない異常が生じていないときにはステップ２２０に於いて肯定
判別が行われ、ステップ２３０以降が実行されるが、転舵角可変装置２４により左右前輪
の舵角を適正に制御することができない異常が生じたときにはステップ２２０に於いて否
定判別が行われ、ステップ２７０に於いて目標転舵角Δδtの大きさが各サイクル毎に漸
次減少するよう目標転舵角Δδtが漸減処理される。
【００７８】
　また転舵角可変装置２４により左右前輪の舵角を適正に制御することができない異常が
生じていないときには、ステップ２３０に於いて左右前輪の推定目標転舵角Δδthが演算
され、ステップ２４０に於いては目標転舵角Δδtが異常な値であるか否かの判別が行わ
れ、目標転舵角Δδtが正常な値であるときにはステップ２８０及び２９０に於いて左右
の前輪１０FL及び１０FRが目標転舵角Δδt転舵されるよう転舵角可変装置２４が制御さ
れる。
【００７９】
　これに対し、目標転舵角Δδtが異常な値であるときには、ステップ２４０に於いて肯
定判別が行われ、ステップ２５０に於いて推定目標転舵角Δδthの大きさが各サイクル毎
に漸次減少するよう推定目標転舵角Δδthが漸減処理され、ステップ２６０に於いて推定
目標転舵角Δδthが目標転舵角Δδtに設定され、しかる後ステップ２８０及び２９０に
於いて左右の前輪１０FL及び１０FRが目標転舵角Δδt転舵されるよう転舵角可変装置２
４が制御される。
【００８０】
　この場合推定目標転舵角Δδthの漸減の速さは目標転舵角Δδtの漸減の速さよりも高
く、推定目標転舵角Δδthは目標転舵角Δδtよりも速やかに漸減されるので、転舵角可
変装置２４により左右前輪の舵角を適正に制御することができない異常が生じた場合に目
標転舵角Δδtが速く低減されることに起因する車輌挙動の急変を防止しつつ、制御量と
しての目標転舵角Δδtに異常が生じた場合に目標転舵角Δδtを速やかに低減し、これに
より異常な目標転舵角Δδtに基づいて左右の前輪１０FL及び１０FRの舵角が不適切に長
く制御されることを確実に防止することができる。
【００８１】
　以上に於いては本発明を特定の実施例について詳細に説明したが、本発明は上述の実施
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例に限定されるものではなく、本発明の範囲内にて他の種々の実施例が可能であることは
当業者にとって明らかであろう。
【００８２】
　例えば上述の各実施例に於いては、駆動手段は操舵輪としての左右前輪を修正操舵する
転舵角可変装置２４であり、旋回時の車輌の挙動を制御し又は所謂またぎ制動時又はまた
ぎ加速時に於ける車輌の走行安定性を向上させるための制御量として左右前輪の目標転舵
角が演算されるようになっているが、駆動手段及び制御量は車輌の制御に必要な任意の駆
動手段及び制御量であってよい。
【００８３】
　また上述の各実施例に於いては、制御量としての左右前輪の目標転舵角Δδtが正常で
あるか否かの判別は目標転舵角Δδtと推定目標転舵角Δδthとの比較により行われるよ
うになっているが、制御量が正常であるか否かの判別は当技術分野に於いて公知の任意の
要領にて行われてよい。
【００８４】
　また上述の実施例１に於いては、旋回時の車輌の挙動を制御するための車輌の目標ヨー
モーメントMtが演算され、目標ヨーモーメントMtが配分比Ｒbに基づき左右前輪の舵角制
御による目標ヨーモーメントＭts及び各車輪の制動力の制御による目標ヨーモーメントＭ
tbに配分され、目標ヨーモーメントＭtsに基づき左右前輪の目標転舵角Δδt及び推定目
標転舵角Δδthが演算されるようになっているが、左右前輪の目標転舵角Δδt及び推定
目標転舵角Δδthが旋回時の車輌の挙動を制御するための制御量として演算される場合に
はも、これらの制御量は当技術分野に於いて公知の他の任意の要領にて演算されてよい。
【００８５】
　また上述の実施例２に於いては、旋回時の車輌の挙動を制御するために各車輪の制動力
が制御される車輌に適用され、所謂またぎ制動時又はまたぎ加速時に於ける車輌の走行安
定性を向上させるための制御量として左右前輪の目標転舵角が演算されるようになってい
るが、この実施例は旋回時の車輌の挙動を制御すべく各車輪の制動力が制御されない車輌
に適用されてもよい。
【００８６】
　また上述の各実施例に於いては、転舵手段としての転舵角可変装置２４はアッパステア
リングシャフト２２に対し相対的にロアステアリングシャフト２６を回転させることによ
り運転者の操舵操作に依存せずに左右の前輪１０FL及び１０FRを自動的に転舵するように
なっているが、転舵手段は運転者の操舵操作とは独立に操舵輪を操舵し得る限り、例えば
タイロッド２０L及び２０Rを伸縮させる型式の転舵角可変装置やステアバイワイヤ式の転
舵装置の如く当技術分野に於いて公知の任意の構成のものであってよく、転舵手段は補助
操舵輪としての後輪を転舵するものであってもよい。
【００８７】
　更に上述の実施例２に於いては、車輌はエンジンにより後輪が駆動される後輪駆動車で
あるが、この実施例は前輪駆動車や四輪駆動車に適用されてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００８８】
【図１】各車輪の制駆動力の制御及び左右前輪の舵角の制御により車輌の挙動を制御する
挙動制御装置として構成された本発明による車輌の制御装置の実施例１を示す概略構成図
である。
【図２】実施例１に於ける制御系のブロック線図である。
【図３】実施例１に於いて挙動制御用電子制御装置４６により達成される車輌の挙動制御
ルーチンを示すフローチャートである。
【図４】実施例１に於いて舵角制御用電子制御装置３４により達成される左右前輪の舵角
制御ルーチンである。
【図５】実施例２に於ける制御系のブロック線図である。
【図６】実施例２に於いて挙動制御用電子制御装置４６により達成される車輌の挙動制御
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ルーチンを示すフローチャートである。
【符号の説明】
【００８９】
　１６　パワーステアリング装置
　１４　ステアリングホイール
　２４　転舵角可変装置
　３４　舵角制御用電子制御装置
　３６　制動装置
　４６　挙動制御用電子制御装置
　５０　操舵角センサ
　５４　横加速度センサ
　５６　ヨーレートセンサ
　５８　車速センサ
　６０、６２FL～６２RR　圧力センサ
　６４FL～６４RR　車輪速度センサ
　６６　スロットル開度センサ
　６８　エンジン回転数センサ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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